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協議事項 議題提案書 

議題名：他省庁にまたがる地球規模課題に関する意見交換の持ち方について 

 

【提案者氏名、所属】 

 氏名：大橋 正明 

 所属：（特活）国際協力 NGO センター 理事長 

 

 

【議題論点】 

 他省庁にまたがる地球規模課題に関する意見交換について、NGO からの他省庁との意見交換

の要請に対して、外務省が他省庁に照会する形で実施することは可能か。 

 可能である場合、どの部署が窓口となるか。 

 

 

【議題提案の背景】 

 貧困、環境、社会サービス、災害リスク軽減、特定地域に向けた支援など、地球規模課題に

関して、日本政府を始めとする各国政府や国際機関がその対応を協議する国際枠組みについて、

この間、NGO と外務省は本定期協議会の場などを通じて、活発に意見交換を行ってきた。 

 一方で、「持続可能な開発のための教育（ESD）」や防災に関する「兵庫行動枠組み 2000-2015」

など、外務省以外の省庁が関係する国際合意や施策について、それらの省庁と市民社会が十分

に意見交換を行ってきたかどうかについて、検証が必要である。 

 2014 年 11 月には「持続可能な開発のための教育（ESD）に関するユネスコ世界会議」が名古

屋市・岡山市で開催され、2015 年 3月には「第 3回国連防災世界会議」が仙台市で開催される

など、重要な地球規模課題に関する会議を日本がホストすることが決定している。 

 こうした機会に、開発・教育・保健・水衛生・ジェンダー・障害・災害リスク軽減など多分

野に渡る活動を実施し、各分野での蓄積のある NGO と日本政府がこれらの会議の運営や成果文

書などについて意見交換することは、日本政府にとっても有益であると考える。 

 なお、以下の分野や機会に際し、NGO と政府の対話の前例があるため、参考までに列記する。 

 

（１）【教育セクター】 

モダリティ 教育協力協議会 

政府側窓口 外務省地球規模課題総括課の教育班（主催） 

出席者 
NGO（教育協力 NGO ネットワーク）、関連有識者（学術関係者）、JICA、文科省

大臣官房国際課、ユニセフ、企業（ベネッセ、公文など）。 

議題 
過去 1 年の EFA/ESD 関連の国際プロセスの進捗、日本の教育協力政策やコミ

ットメントの進捗、ポストダカール行動枠組みに向けた取り組みなど。 

 

（２）【保健セクター】 

モダリティ 
GII/IDI に関する外務省/NGO 懇談会。国際保健に関する政府と NGO の定期協

議会。2か月に一度開催。 

政府側窓口 外務省 地球規模課題審議官組織 国際保健政策室 

NGO 側窓口 
GII/IDI に関する外務省/NGO 懇談会 

NGO 側代表 稲場雅紀、事務局：ジョイセフ 

出席者 
GII/IDI 懇談会所属の NGO、外務省国際保健政策室。加えて、会合の議題に関

係する外務省内部署（国際協力局に限らない。例：国連「女性の地位委員会」
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については総合政策局人道人権課など）、ユニセフ、WHO、世銀、JICA など。 

議題 人口・エイズに関する地球規模問題イニシアティブ、国際保健政策など 

 

（３）【国際金融機関・地域開発銀行・円借款などに関する政策や個別プロジェクトの課題】 

モダリティ 財務省・NGO 定期協議 

政府側窓口 財務省国際局 

NGO 側窓口 （特活）「環境・持続社会」研究センター（JACSES） 

出席者 議題提案を希望する NGO、財務省国際局各課 

議題 

（第 56 回 2014 年 2 月 6 日開催より） 

1. ユニバーサル・ヘルス・カバレッジに関する我が国の貢献策について 

2. Global Partnership for Education(GPE)拠出誓約会合における日本政府

の方針について 

3. IDA 第 17 次増資交渉の結果について 

4. ADB カンボジア鉄道改修事業に関する CRP 報告書案への日本理事の対応

について 

5. 世界銀行グループ・アジア開発銀行（ADB）・欧州復興開発銀行（EBRD）・

国際協力銀行（JBIC）の石炭火力発電事業への支援方針について 

6. インドネシア・中部ジャワ州バタン石炭火力発電事業について（JBIC） 

7. ボガブライ炭鉱拡張プロジェクトにおける国際協力銀行（JBIC）環境社

会ガイドライン上の問題について 

 

（４）【G8・G20】 

モダリティ 特になし 

政府側窓口 各省各課 

NGO 側窓口 本邦個別 NGO 

出席者 各省各課担当者 

議題 G8・G20 において日本政府が主張する政策課題 

※2008 年の北海道洞爺湖 G8 サミットに際し、日本の NGO141 団体は「G8 サミット NGO フォー

ラム」を結成し、貧困・開発、環境、人権・平和など地球規模の課題に関するアドボカシーを

実施した。 

 

【出席を希望する外務省部局または担当者】 

外務省 国際協力局 民間援助連携室 

地球規模課題審議官組織 地球規模課題総括課 

 

 

以上 


